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Ⅰ 論文要旨
大西淳也
本論文は，公共部門のうち，行うべき業務の範囲が比較
的明確であって，純粋な企画立案業務を除くものを公的組
織として考察の対象にとりあげ，そこでの管理会計の活用
の可能性について，歴史的な視点および国際比較の視点に
留意しつつ，豊富な事例を踏まえて論考している。
序章では，まず本論文の課題として，公的組織において
効率性・効果性の向上の観点から管理会計を活用すること
で，納税者・国民の公的組織への信頼性（信頼される側の
特性）を向上させ，効果性重視の公共経営を創り込んでい
くことと設定する。そして，おもな研究対象として，労働
集約的な分野をとりあげることを示している。
第Ⅰ部は，第 1章から第 4章の 4章で構成されている。
第 1章では，企業における管理会計の展開について概観し
ている。まず，アメリカの管理会計について，標準原価計
算および予算管理を前史として，1924年にコントロー
ラー制度を実践基盤とする管理会計が成立した。そこで
は，原価計算は技術者主導で，原価低減を志向していた。
1960年代～1970年代は数理的・分析的な研究が興隆した
が，1987年に企業実務との適合性の喪失が指摘され，企
業実務との関係を深めた ABCや BSCなどの研究が興隆す
るとともに，日本的管理会計の伝播もみられた。そして，
イギリスの原価計算が原価の正確な計算を志向している。
ドイツの原価計算は操業度等の変化による価格政策を志向
しており，理論的緻密性を有する。フランスではタブ
ロー・ドゥ・ボールが管理会計のルーツのひとつとなっ
た。
つぎに，わが国の会計学研究は英米の簿記文献の輸入か
ら始まり，1930年代前半には長谷川により原価計算の土
台が完成した。科学的管理法は比較的早い時期に紹介さ
れ，当時から全員参加型の手法など，日本的な色彩を帯び
ていた。戦後のわが国の管理会計はアメリカ管理会計の翻
訳的導入により発展し，通産省産業合理化審議会による行
政主導型の展開もみられた。1980年代以降は日本的管理
会計の研究も興隆し，現在では，ABCや BSCの導入研究
や，経営理念や組織文化との関係を視野に入れた研究も行
われており，さらにわが国では，レピュテーション・マネ
ジメントなどのインタンジブルズの管理会計への導入も試
みられている。わが国管理会計の全般的な特徴として，海
外の理論・実務の影響，製造主導の管理会計および財務会
計による制約が指摘されている。
このように管理会計は国により時代によりさまざまであ
り，わが国の場合，日本的管理会計にみられるように，そ
の管理会計実践には大きな特徴を有する。管理会計は歴史
的所産のひとつであり，時代とともに変わる。公的組織で
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も現在の社会状況や時代の要請を考えることが重要とな
る。また，管理会計手法は管理会計の既存領域にあるとは
限らず，隣接諸学からの吸収，実務家の積極的な参画が求
められる。さらに，管理会計は精緻な体系として安定的な
存在であり続けたことは少なかった。公的組織の管理会計
の考察に際しても，これらの諸点はつねに意識されねばな
らないと考えられる。
第 2章では，公的組織における管理会計の展開と現況に
ついて概観している。まず，アメリカの公的組織では 20
世紀初頭に政治的影響の排除のための手続きとして会計が
理解され，その後，ニューディール政策による連邦政府拡
大への危機感から，計画とコントロールという経営管理プ
ロセスの確立が課題と認識された。1960年代後半には財
政拡大基調のもと，長期的な計画設定と短期的な予算編成
にもとづく PPBSが導入されたが，1971年には頓挫した。
そして，アメリカでの公的組織の管理会計は PPBSのさら
なる発展を意図して確立され，管理会計の導入問題なども
注目されていた。その後，多くの公的組織でMBOや ZBB
が取り組まれ，1990年代後半には業績測定に関心が移る
とともに，ABCなどの管理会計手法も積極的に導入され
た。アメリカの公的組織の管理会計には企業のそれとの類
似性が観察できる。また，そのほかの主要国の公的組織の
現況として，イギリスでは資源会計・予算を骨格とする精
緻な仕組みとなっており，ドイツでは原価と業績の計算が
中心である。フランスではプログラム型業績予算のもとタ
ブロー・ドゥ・ボールが使われている。
つぎに，わが国の公的組織でも 1960年代後半～1970年
代初頭に PPBSが試行されたが，アメリカでの不首尾，各
省庁の消極的な意向を受け頓挫した。現在，わが国では管
理会計と認識されてはいないものの，それに関連する取り
組みとして，公共事業での費用便益分析（B/C分析），財
政投融資での政策コスト分析，予算制度改革，政策評価お
よび NPM等がある。わが国の場合，政策中心思考が根強
く存在し，執行段階を視野に入れることが弱い。このた
め，日本的管理会計の活用余地もきわめて小さい。そのう
えで，わが国公的組織ではすでにそれぞれに取り組みがみ
られるので，今後の展開としては漸次的・パッチワーク的
な導入・展開を図るアプローチが現実的である。そして，
公的組織にはいくつかの業務の類型があるが，労働集約的
な業務はもっとも議論が遅れている。
第 3章では企業のレピュテーション・マネジメントの議
論について整理し，公的組織の信頼性との関係を検討して
いる。まず，企業のレピュテーションでは，コミュニケー
ションやマーケティングを重視し，レピュテーションを操
作する意識の強い考え方がある一方で，内部統制などの企
業内部のマネジメントを中心に，透明性，信頼性および好
感度の向上に力点をおく考え方もあり，レピュテーション
の高い企業が内部管理手法を公表している事例も観察され
る。つぎに，公的組織と信頼との関係については，公的組
織の信頼性（信頼される側の特性）にも，コミュニケー
ションによる信頼の確保と，弱い保証としての管理会計の
構築と公表との 2つの方向がある。前者が先述のレピュ
テーションを操作する意識の強い考え方に，後者が企業内
部のマネジメントに力点をおく考え方に近い。そして，弱
い保証としての管理会計の構築と公表は，公的組織ではと
くに外部環境に働きかける管理会計という役割で考えられ
る。
第 4章では人的資源の管理と管理会計として，労働集約
的な業務の管理会計について考察している。そこではま
ず，人件費の無駄についての議論から，公的組織では「公
共サービスの質を劣化させないで削減できる業務」を見つ
けだすことについて，プロセスとして担保することが重要
であると考えられる。つぎに，管理会計手法の導入にあた
り，組織構成員に着目した自律的組織論とミクロ・マク
ロ・ループとしての管理会計が重要となる。また，企業の
管理会計での重要な概念である責任会計については，原価
管理が求められる公的組織でも成立し，自律的組織では責
任会計でも情報提供機能および学習促進機能による動機づ
けが重要となる。そして，原価管理が中心となる場合，人
間はコスト削減には消極的となるので，動機づけの基盤と
して組織の価値観が重要となると考えられる。
つぎに，労働集約的な業務を対象に管理会計を中心とす
る手法について概観する。そこでは「業務の標準およびプ
ロセス分析から活動基準管理（ABM）へ，さらにはバラ
ンスト・スコアカード（BSC）へ」という一連の流れが指
摘できる。そして必要に応じ，リーン・マネジメント，
TQC，原価企画および TOCも活用できる。
さらに，公的組織と原価計算との関係について検討して
いる。利益管理が必要な公的組織では公共サービスの原価
計算が重要となる一方，原価管理のみの公的組織では組織
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内部の業務についてのコスト構造の可視化が重要視され
る。
第Ⅱ部では，事例を考察している。第 5章では人件費が
8割を占めるわが国最大の行政組織である国税組織につい
て，その事務運営の概要を記述し，これまで考察してきた
管理会計の各視点から検討を加えている。
まず，国税組織の事務運営では「人日」という国税組織
に独特の内部管理システムを用いたマネジメントを行って
いる。そして，国税組織の事務運営の具体的事例を記述す
るとともに，個人課税事務での確定申告事務の転換の背景
に，また，徴収事務での集中電話催告センターの取り組み
の背景に「人日」システムが機能していた。また，国税組
織では「人日」システムをもとに ABCを参考にしてコス
ト分析が実施されており，いくつかの論点からの考察がで
きる。
そして，国税組織の事務運営について管理会計の各観点
から考察する。まず，レピュテーション・マネジメントか
らは信頼性向上のために管理会計の活用が考えられる。ま
た，国税組織も自律的組織論と共通の特徴を有しており，
そこでは組織の価値観が機能している。責任会計論からは
中心点が 2つあると考えられ，税務署長の活性化などの課
題もみられる。さらに管理会計を中心とした手法論の観点
からは，「人日」システムは広義の ABMに相当すると考
えられる。今後の展開としてはまず，業務の標準の活用が
考えられること，BSCの発想の活用も可能であること，
および，TQCの提案制度に類似する現行の職員提案制度
の強化も考えられることがあげられる。
第 6章では主要国の公的組織における管理会計手法の導
入について概観している。具体的にはアメリカ，カナダ，
オーストラリアおよびニュージーランドの公的組織から国
の行政組織の事例をいくつか抽出しつつ考察を加えてい
る。概観すれば，まず ABC導入のスケジュールについて
全組織的な導入を先にすべきとする公的組織が多かったこ
と，非常に簡略な ABCが多かったこと，ABCは活動への
従事時間の計測がポイントとなるが，そこに特段の配慮を
している公的組織が多く，各職員が日々記録するスタイル
が少なかったこと，および，ABCから BSCへ発展させる
方向で考えている公的組織もみうけられた。
そして，業務の多様さから公的組織では管理会計手法の
概念は同じであっても，さまざまな具体的な活用が考えら
れ，漸進的な導入が必要視される。これは管理会計手法の
導入研究にも反映し，複数のスタイルの研究が求められる
こととなる。また，その結果，公的組織間では管理会計手
法もまだら模様に導入されることとなり，ここから管理会
計手法も伝播・変異の過程が観察されることとなり，進化
論の観点からの制度進化パースペクティブが参考となる。
さらに，諸外国の公的組織ではプロセスを見直し，無駄の
削減に着目する視点，すなわち，プロセス分析，業務の標
準，QCサークル運動といった視点はそれほど強くはな
く，日本的管理会計やわが国の国税組織の事例などを踏ま
えると，管理会計手法の基盤となるプロセスへの視点も必
要視される。
第 7章ではデンマークの病院経営改革について，リー
ン・マネジメントを中心に検討している。そこではプロセ
スへの視点が重要視されている。デンマークの医療サービ
スは地方主導型で公により提供されており，その供給の効
率化に関心が集中している。そして，デンマークではこれ
までにさまざまな経営管理手法が流行してきたが，リー
ン・マネジメントもこれまでの流行と同様に，循環的な，
一過性のものと考えることができる一方で，各手法に取り
組んだ結果として，基礎となるプロセス分析に戻るという
意味で，一過性のものではないと考えることもできる。さ
らに，デンマークでのリーン・マネジメントの今後の展開
に向けた促進要因と阻害要因を指摘できる。プロセス分析
をより機能させるためには QCサークル運動的なものを基
軸にする必要があり，現場の意識への働きかけが重要とな
ると考えられる。
そして，デンマークのリーン・マネジメントでは業務の
流れという点が非常に強調されており，これはわが国でも
参考となると思われる。デンマークの病院経営改革という
濾過機を通して抽出したリーン・マネジメントを第 4章で
みたように再構成し，わが国になじみのあるやり方でわが
国の公的組織の管理会計に活用していくことが考えられ
る。
第 8章ではわが国の公的組織から信州大学医学部附属病
院をとりあげ，ケース・リサーチにもとづき，管理会計の
観点からの今後のアクション・リサーチのための試案を示
している。診療・教育・研究の 3機能を担う信大病院では
大学との間で責任会計が不透明になりやすく，ここからさ
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まざまな問題が生じている。
そして，診療報酬制度の見直しのもと，医療の標準化を
意味するクリティカル・パスや DPCの段階的導入が試み
られているなかで，信大病院においては第 4章でみた「業
務の標準およびプロセス分析から活動基準管理（ABM）
へ，さらにはバランスト・スコアカード（BSC）へ」とい
う考え方を基本として考えていくことができると思われ
る。具体的には，クリティカル・パスの創り込みを意味す
る医療パス分析，ボトルネックとなるプロセスの能力向上
のための医療プロセス分析，および，医師等の業務時間を
記録し責任会計のもとに分析していく業務活動分析の 3つ
の分析として段階的に適用しうると考えられる。
第Ⅲ部では，公的組織における管理会計の今後の方向を
考察している。第 9章では短期的および中期的な観点から
考察している。まず短期的な観点から，公的組織における
管理会計の今後の期待される進展として，管理会計につい
ての知識の蓄積がない公的組織では，まずはネットワーク
型の管理会計研究が必要となり，そこでは財務省の研究機
関である財務総合政策研究所などの積極的な参加が期待さ
れる。そして，国税組織での管理会計実践を踏まえ，税務
大学校の参加もまた期待される。さらに，行政実務家と管
理会計研究者との協力もまた必要視される。加えて，管理
会計研究の側面からも，各公的組織での管理会計の漸次的
な導入となろうことを踏まえれば，短期的には管理会計手
法の導入研究の本格化が望まれる。
つぎに中期的な観点から，管理会計には事業強行の理由
として使われるという逆機能も有するので，この逆機能を
抑制するためには第三者監査が求められる。そこでは現行
の予算執行調査や会計検査院による検査を活用していくこ
とが考えられる。また，管理会計研究の側面からも，各公
的組織で鋭意進められるであろう管理会計手法の導入に
は，手法の伝播・変異の過程を観察することが可能であ
り，その機能もさまざまに展開していくと予想されるた
め，中期的には進化論にもとづく制度進化パースペクティ
ブからの研究が期待される。さらに，管理会計研究にはさ
まざまな類型があり，公的組織での事例が集積されれば実
証的研究なども期待される。
第 10章では長期的な観点から，公的組織の管理会計の
役割について考察している。公的組織は管理会計によっ
て，外への可視化と内への可視化が可能となる。外への可
視化により，納税者等のステークホルダーの理解が向上
し，これは公的組織の信頼性の向上に役立つと考えられ
る。また，内への可視化により，PDCAサイクルを実効的
なものとし，組織学習を強めることができること，同時
に，これは公的組織の職員個々人にとっては動機づけの強
化につながることができると考えられる。
つぎに，管理会計により効率性のみならず，組織目的に
対する達成度の観点から環境を考慮した効果性を重視した
公共経営を期待できる。公的組織の業務運営では納税者等
の理解と協力という環境は重要であり，これは組織目的に
対する達成度に大きな影響を与えるので，納税者等と公的
組織との建設的なコミュニケーションは，効果性重視の公
共経営のためには必須の課題となると考えられる。
さらに，公的組織の管理会計にはソーシャル・キャピタ
ル等としての機能も考慮しうる。会計研究の側面からは管
理会計研究でもコンテクスト研究が必要視される。これに
より，わが国社会の紐帯としての管理会計も視野に納める
ことができると思われる。
結章では以上の論考をまとめ，公的組織の管理会計は財
政規律の下部構造を担うと位置づけている。
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本論文は，公共部門のうち，行うべき業務の範囲が比較
的明確であって，純粋な企画立案業務を除くものを公的組
織として考察の対象にとりあげ，そこでの管理会計の活用
の可能性について，歴史的な視点および国際比較の視点に
留意しつつ，豊富な事例を踏まえて論考している。
序章では，まず本論文の課題として，公的組織において
効率性・効果性の向上の観点から管理会計を活用すること
で，納税者・国民の公的組織への信頼性（信頼される側の
特性）を向上させ，効果性重視の公共経営を創り込んでい
くことと設定する。そして，おもな研究対象として，労働
集約的な分野をとりあげることを示している。
第Ⅰ部は，第 1章から第 4章の 4章で構成されている。
第 1章では，企業における管理会計の展開について概観し
ている。まず，アメリカの管理会計について，標準原価計
算および予算管理を前史として，1924年にコントロー
ラー制度を実践基盤とする管理会計が成立した。そこで
は，原価計算は技術者主導で，原価低減を志向していた。
1960年代～1970年代は数理的・分析的な研究が興隆した
が，1987年に企業実務との適合性の喪失が指摘され，企
業実務との関係を深めた ABCや BSCなどの研究が興隆す
るとともに，日本的管理会計の伝播もみられた。そして，
イギリスの原価計算が原価の正確な計算を志向している。
ドイツの原価計算は操業度等の変化による価格政策を志向
しており，理論的緻密性を有する。フランスではタブ
ロー・ドゥ・ボールが管理会計のルーツのひとつとなっ
た。
つぎに，わが国の会計学研究は英米の簿記文献の輸入か
ら始まり，1930年代前半には長谷川により原価計算の土
台が完成した。科学的管理法は比較的早い時期に紹介さ
れ，当時から全員参加型の手法など，日本的な色彩を帯び
ていた。戦後のわが国の管理会計はアメリカ管理会計の翻
訳的導入により発展し，通産省産業合理化審議会による行
政主導型の展開もみられた。1980年代以降は日本的管理
会計の研究も興隆し，現在では，ABCや BSCの導入研究
や，経営理念や組織文化との関係を視野に入れた研究も行
われており，さらにわが国では，レピュテーション・マネ
ジメントなどのインタンジブルズの管理会計への導入も試
みられている。わが国管理会計の全般的な特徴として，海
外の理論・実務の影響，製造主導の管理会計および財務会
計による制約が指摘されている。
このように管理会計は国により時代によりさまざまであ
り，わが国の場合，日本的管理会計にみられるように，そ
の管理会計実践には大きな特徴を有する。管理会計は歴史
的所産のひとつであり，時代とともに変わる。公的組織で
も現在の社会状況や時代の要請を考えることが重要とな
る。また，管理会計手法は管理会計の既存領域にあるとは
限らず，隣接諸学からの吸収，実務家の積極的な参画が求
められる。さらに，管理会計は精緻な体系として安定的な
存在であり続けたことは少なかった。公的組織の管理会計
の考察に際しても，これらの諸点はつねに意識されねばな
らないと考えられる。
第 2章では，公的組織における管理会計の展開と現況に
ついて概観している。まず，アメリカの公的組織では 20
世紀初頭に政治的影響の排除のための手続きとして会計が
理解され，その後，ニューディール政策による連邦政府拡
大への危機感から，計画とコントロールという経営管理プ
ロセスの確立が課題と認識された。1960年代後半には財
政拡大基調のもと，長期的な計画設定と短期的な予算編成
にもとづく PPBSが導入されたが，1971年には頓挫した。
そして，アメリカでの公的組織の管理会計は PPBSのさら
なる発展を意図して確立され，管理会計の導入問題なども
注目されていた。その後，多くの公的組織でMBOや ZBB
が取り組まれ，1990年代後半には業績測定に関心が移る
とともに，ABCなどの管理会計手法も積極的に導入され
た。アメリカの公的組織の管理会計には企業のそれとの類
似性が観察できる。また，そのほかの主要国の公的組織の
現況として，イギリスでは資源会計・予算を骨格とする精
緻な仕組みとなっており，ドイツでは原価と業績の計算が
中心である。フランスではプログラム型業績予算のもとタ
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ブロー・ドゥ・ボールが使われている。
つぎに，わが国の公的組織でも 1960年代後半～1970年
代初頭に PPBSが試行されたが，アメリカでの不首尾，各
省庁の消極的な意向を受け頓挫した。現在，わが国では管
理会計と認識されてはいないものの，それに関連する取り
組みとして，公共事業での費用便益分析（B/C分析），財
政投融資での政策コスト分析，予算制度改革，政策評価お
よび NPM等がある。わが国の場合，政策中心思考が根強
く存在し，執行段階を視野に入れることが弱い。このた
め，日本的管理会計の活用余地もきわめて小さい。そのう
えで，わが国公的組織ではすでにそれぞれに取り組みがみ
られるので，今後の展開としては漸次的・パッチワーク的
な導入・展開を図るアプローチが現実的である。そして，
公的組織にはいくつかの業務の類型があるが，労働集約的
な業務はもっとも議論が遅れている。
第 3章では企業のレピュテーション・マネジメントの議
論について整理し，公的組織の信頼性との関係を検討して
いる。まず，企業のレピュテーションでは，コミュニケー
ションやマーケティングを重視し，レピュテーションを操
作する意識の強い考え方がある一方で，内部統制などの企
業内部のマネジメントを中心に，透明性，信頼性および好
感度の向上に力点をおく考え方もあり，レピュテーション
の高い企業が内部管理手法を公表している事例も観察され
る。つぎに，公的組織と信頼との関係については，公的組
織の信頼性（信頼される側の特性）にも，コミュニケー
ションによる信頼の確保と，弱い保証としての管理会計の
構築と公表との 2つの方向がある。前者が先述のレピュ
テーションを操作する意識の強い考え方に，後者が企業内
部のマネジメントに力点をおく考え方に近い。そして，弱
い保証としての管理会計の構築と公表は，公的組織ではと
くに外部環境に働きかける管理会計という役割で考えられ
る。
第 4章では人的資源の管理と管理会計として，労働集約
的な業務の管理会計について考察している。そこではま
ず，人件費の無駄についての議論から，公的組織では「公
共サービスの質を劣化させないで削減できる業務」を見つ
けだすことについて，プロセスとして担保することが重要
であると考えられる。つぎに，管理会計手法の導入にあた
り，組織構成員に着目した自律的組織論とミクロ・マク
ロ・ループとしての管理会計が重要となる。また，企業の
管理会計での重要な概念である責任会計については，原価
管理が求められる公的組織でも成立し，自律的組織では責
任会計でも情報提供機能および学習促進機能による動機づ
けが重要となる。そして，原価管理が中心となる場合，人
間はコスト削減には消極的となるので，動機づけの基盤と
して組織の価値観が重要となると考えられる。
つぎに，労働集約的な業務を対象に管理会計を中心とす
る手法について概観する。そこでは「業務の標準およびプ
ロセス分析から活動基準管理（ABM）へ，さらにはバラ
ンスト・スコアカード（BSC）へ」という一連の流れが指
摘できる。そして必要に応じ，リーン・マネジメント，
TQC，原価企画および TOCも活用できる。
さらに，公的組織と原価計算との関係について検討して
いる。利益管理が必要な公的組織では公共サービスの原価
計算が重要となる一方，原価管理のみの公的組織では組織
内部の業務についてのコスト構造の可視化が重要視され
る。
第Ⅱ部では，事例を考察している。第 5章では人件費が
8割を占めるわが国最大の行政組織である国税組織につい
て，その事務運営の概要を記述し，これまで考察してきた
管理会計の各視点から検討を加えている。
まず，国税組織の事務運営では「人日」という国税組織
に独特の内部管理システムを用いたマネジメントを行って
いる。そして，国税組織の事務運営の具体的事例を記述す
るとともに，個人課税事務での確定申告事務の転換の背景
に，また，徴収事務での集中電話催告センターの取り組み
の背景に「人日」システムが機能していた。また，国税組
織では「人日」システムをもとに ABCを参考にしてコス
ト分析が実施されており，いくつかの論点からの考察がで
きる。
そして，国税組織の事務運営について管理会計の各観点
から考察する。まず，レピュテーション・マネジメントか
らは信頼性向上のために管理会計の活用が考えられる。ま
た，国税組織も自律的組織論と共通の特徴を有しており，
そこでは組織の価値観が機能している。責任会計論からは
中心点が 2つあると考えられ，税務署長の活性化などの課
題もみられる。さらに管理会計を中心とした手法論の観点
からは，「人日」システムは広義の ABMに相当すると考
えられる。今後の展開としてはまず，業務の標準の活用が
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考えられること，BSCの発想の活用も可能であること，
および，TQCの提案制度に類似する現行の職員提案制度
の強化も考えられることがあげられる。
第 6章では主要国の公的組織における管理会計手法の導
入について概観している。具体的にはアメリカ，カナダ，
オーストラリアおよびニュージーランドの公的組織から国
の行政組織の事例をいくつか抽出しつつ考察を加えてい
る。概観すれば，まず ABC導入のスケジュールについて
全組織的な導入を先にすべきとする公的組織が多かったこ
と，非常に簡略な ABCが多かったこと，ABCは活動への
従事時間の計測がポイントとなるが，そこに特段の配慮を
している公的組織が多く，各職員が日々記録するスタイル
が少なかったこと，および，ABCから BSCへ発展させる
方向で考えている公的組織もみうけられた。
そして，業務の多様さから公的組織では管理会計手法の
概念は同じであっても，さまざまな具体的な活用が考えら
れ，漸進的な導入が必要視される。これは管理会計手法の
導入研究にも反映し，複数のスタイルの研究が求められる
こととなる。また，その結果，公的組織間では管理会計手
法もまだら模様に導入されることとなり，ここから管理会
計手法も伝播・変異の過程が観察されることとなり，進化
論の観点からの制度進化パースペクティブが参考となる。
さらに，諸外国の公的組織ではプロセスを見直し，無駄の
削減に着目する視点，すなわち，プロセス分析，業務の標
準，QCサークル運動といった視点はそれほど強くはな
く，日本的管理会計やわが国の国税組織の事例などを踏ま
えると，管理会計手法の基盤となるプロセスへの視点も必
要視される。
第 7章ではデンマークの病院経営改革について，リー
ン・マネジメントを中心に検討している。そこではプロセ
スへの視点が重要視されている。デンマークの医療サービ
スは地方主導型で公により提供されており，その供給の効
率化に関心が集中している。そして，デンマークではこれ
までにさまざまな経営管理手法が流行してきたが，リー
ン・マネジメントもこれまでの流行と同様に，循環的な，
一過性のものと考えることができる一方で，各手法に取り
組んだ結果として，基礎となるプロセス分析に戻るという
意味で，一過性のものではないと考えることもできる。さ
らに，デンマークでのリーン・マネジメントの今後の展開
に向けた促進要因と阻害要因を指摘できる。プロセス分析
をより機能させるためには QCサークル運動的なものを基
軸にする必要があり，現場の意識への働きかけが重要とな
ると考えられる。
そして，デンマークのリーン・マネジメントでは業務の
流れという点が非常に強調されており，これはわが国でも
参考となると思われる。デンマークの病院経営改革という
濾過機を通して抽出したリーン・マネジメントを第 4章で
みたように再構成し，わが国になじみのあるやり方でわが
国の公的組織の管理会計に活用していくことが考えられ
る。
第 8章ではわが国の公的組織から信州大学医学部附属病
院をとりあげ，ケース・リサーチにもとづき，管理会計の
観点からの今後のアクション・リサーチのための試案を示
している。診療・教育・研究の 3機能を担う信大病院では
大学との間で責任会計が不透明になりやすく，ここからさ
まざまな問題が生じている。
そして，診療報酬制度の見直しのもと，医療の標準化を
意味するクリティカル・パスや DPCの段階的導入が試み
られているなかで，信大病院においては第 4章でみた「業
務の標準およびプロセス分析から活動基準管理（ABM）
へ，さらにはバランスト・スコアカード（BSC）へ」とい
う考え方を基本として考えていくことができると思われ
る。具体的には，クリティカル・パスの創り込みを意味す
る医療パス分析，ボトルネックとなるプロセスの能力向上
のための医療プロセス分析，および，医師等の業務時間を
記録し責任会計のもとに分析していく業務活動分析の 3つ
の分析として段階的に適用しうると考えられる。
第Ⅲ部では，公的組織における管理会計の今後の方向を
考察している。第 9章では短期的および中期的な観点から
考察している。まず短期的な観点から，公的組織における
管理会計の今後の期待される進展として，管理会計につい
ての知識の蓄積がない公的組織では，まずはネットワーク
型の管理会計研究が必要となり，そこでは財務省の研究機
関である財務総合政策研究所などの積極的な参加が期待さ
れる。そして，国税組織での管理会計実践を踏まえ，税務
大学校の参加もまた期待される。さらに，行政実務家と管
理会計研究者との協力もまた必要視される。加えて，管理
会計研究の側面からも，各公的組織での管理会計の漸次的
な導入となろうことを踏まえれば，短期的には管理会計手
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法の導入研究の本格化が望まれる。
つぎに中期的な観点から，管理会計には事業強行の理由
として使われるという逆機能も有するので，この逆機能を
抑制するためには第三者監査が求められる。そこでは現行
の予算執行調査や会計検査院による検査を活用していくこ
とが考えられる。また，管理会計研究の側面からも，各公
的組織で鋭意進められるであろう管理会計手法の導入に
は，手法の伝播・変異の過程を観察することが可能であ
り，その機能もさまざまに展開していくと予想されるた
め，中期的には進化論にもとづく制度進化パースペクティ
ブからの研究が期待される。さらに，管理会計研究にはさ
まざまな類型があり，公的組織での事例が集積されれば実
証的研究なども期待される。
第 10章では長期的な観点から，公的組織の管理会計の
役割について考察している。公的組織は管理会計によっ
て，外への可視化と内への可視化が可能となる。外への可
視化により，納税者等のステークホルダーの理解が向上
し，これは公的組織の信頼性の向上に役立つと考えられ
る。また，内への可視化により，PDCAサイクルを実効的
なものとし，組織学習を強めることができること，同時
に，これは公的組織の職員個々人にとっては動機づけの強
化につながることができると考えられる。
つぎに，管理会計により効率性のみならず，組織目的に
対する達成度の観点から環境を考慮した効果性を重視した
公共経営を期待できる。公的組織の業務運営では納税者等
の理解と協力という環境は重要であり，これは組織目的に
対する達成度に大きな影響を与えるので，納税者等と公的
組織との建設的なコミュニケーションは，効果性重視の公
共経営のためには必須の課題となると考えられる。
さらに，公的組織の管理会計にはソーシャル・キャピタ
ル等としての機能も考慮しうる。会計研究の側面からは管
理会計研究でもコンテクスト研究が必要視される。これに
より，わが国社会の紐帯としての管理会計も視野に納める
ことができると思われる。
結章では以上の論考をまとめ，公的組織の管理会計は財政
規律の下部構造を担うと位置づけている。
〈審査結果〉
博士号学位取得論文，大西淳也著『公的組織の管理会
計』（同文舘出版）は，営利組織の管理会計システムが公
的組織に有効であるという趣旨で，公的組織の管理会計に
取り組んだ労作である。従来，管理会計は営利企業を対象
に構築され発展してきた。そのような管理会計の歴史的変
遷をしっかり捉えた上で，公的組織への管理会計研究が確
立されていないという問題意識で著書が書かれている。
言い換えれば，公的組織への管理会計ツールの導入とし
て，アメリカでは，PPBSや ZBB，あるいは ABCなどで
あった。日本でも，費用便益分析，政策コスト分析，予算
制度，NPMなどが検討されてきたが，これらは必ずしも
管理会計ツールではなかった。そこで，日本の公的組織へ
の管理会計研究が必要であるというのが問題提起である。
本書の特徴は，大別すれば 3点ある。第 1点は，公的組
織として外部環境に働きかけるにはレピュテーション・マ
ネジメントが必要であるという提案である。
第 2点は，自律的組織としてミクロ・マクロ・ループが
機能するために，リーン・マネジメント，ABM，BSCの
導入という 3つの提案をしている点である。もちろん提案
するだけでなく，これらを実証する意味で，国税組織への
人日システムをベースとした ABC事例，アメリカ等 4ヶ
国での公的組織の ABCおよび BSCを中心とした事例，デ
ンマークでのリーン・マネジメントの事例，信州大学医学
部付属病院の ABMから BSCへのアクション・リサーチ
について検討している。これらのうち 2つは著者が実践し
た事例であり，残り 2つは著者が足しげく通ったインタ
ビュー調査による事例である。
第 3点は，将来の公的組織の管理会計研究として，短期
的には管理会計の導入研究，中期的には公的組織における
管理会計の実証研究，長期的にはステークホルダーへの可
視化と内部の組織学習の強化が必要であるという展望も
行っている。
研究テーマの斬新さ，先行研究の充実さ，文献だけでな
くフィールド・スタディによる実証など，どれをとっても
卓越したものであるといえる。インタビュー調査や著者の
経験に基づいた多くの事例の記述は公的組織における管理
会計を考慮する際に示唆に富むものである。とりわけ第 5
章での国税組織における取り組みが群を抜いている。事例
が詳細に記述されており，公的組織における管理会計シス
テムの導入促進と阻害要因を考慮するうえで貴重な分析で
ある。また，営利組織における管理会計研究の広範なレ
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ビューや複数の諸外国も交えた検討なども，行政実務家や
コンサルタントなどの実践の担い手に対する実践的インプ
リケーションとして有用なものである。
そうした側面を重要視したことによる問題点もある。公
的組織という組織概念の不明確さ，制度・国家・組織・文
化といった影響要因のコントロール不足といった点は，議
論の理論的整合性を高めるうえでもっと配慮すべき事項で
あった。また，公的組織の管理として必要な要件を明確に
して，その管理要件の実証をすべきだったという課題もな
いわけではない。ただし本研究が公的組織への管理会計の
試みとしては最初の文献である。このような課題はあるも
のの，本書の学会への貢献を考えると，論文博士として合
格と判断できる。
以上，本論文のすぐれた特徴とともに問題点を指摘し
た。しかし，これらの問題点は本論文の貢献に比べれば些
細なものであり，本論文の学界への貢献をいささかも損な
うものではない。主査・副査の審査の結果，本論文は十分
に博士論文の水準に達しているものとの結論に至った。
Ⅲ 学位授与要記
一 氏 名 ・ 本 籍 大西 淳也（日本）
二 学 位 の 種 類 博士（商学）
三 学 位 記 番 号 商乙第三号
四 学位授与の条件 学位規則第四条第二項該当
五 学位授与の年月日 平成二十三年三月二十三日
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127公的組織の管理会計
